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ＦＳ検討フロー

Ⅰ 基本条件の設定

原料となる下水汚泥量や地域バイオマス量等の設定
汚泥性状（含水率やVTS等）やガス発生率等の設定
比較のベースとなる現状およびケース0（比較対象）の設定
ケース0（比較対象）において発生するバイオガス量や事業収支の算定
水素製造技術の選択

Ⅳ 事業スキームの検討

官民連携等による事業スキームの設定
各事業スキームにおける各主体（官民）の収支バランス等の評価
最適な導入シナリオ（需要に応じた最適な施設導入計画等）の設定

Ⅲ 時間軸での事業収支の検討

対象地域の水素需要量の推計（時間軸での検討を含む）
水素需要予測に応じた時間軸上での事業採算性の評価

Ⅱ 水素製造等事業フローの検討

水素製造を含む全体の事業フローの設定
水素全量売却を前提とした水素製造量の算定、事業採算性・環境性等の評価
水素全量売却を前提とした水素製造単価の試算
水素需要に対する感度分析

【第2回委員会にて提示】

【第2回委員会にて提示】

【第3回委員会にて提示】

【第3回委員会にて提示】



項目 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

対象処理施設

北上川流域下水道
石巻浄化センター

（石巻東部・大和・古川師山浄化ｾﾝﾀｰの
下水汚泥、地域バイオマス受入を考慮）

大和川上流・宇陀川流域下水道
（第二処理区）第二浄化センター

三島市公共下水道
三島終末処理場

（地域バイオマス受入れを考慮）

処理水量
（H27年度日平均）

約 18,000 m3/日（石巻Ｔ、流域）
約 12,000 m3/日（石巻東部Ｔ、流域）
約 29,000 m3/日（大和Ｔ、流域）
約 11,000 m3/日（古川師山Ｔ、公共）

約 86,000 m3/日 約 23,000 m3/日

現状の汚泥処分方法
セメント原料化、コンポスト、

焼却（仙塩浄化ｾﾝﾀｰ）
埋立、セメント原料化、セメント資源化

セメント原料化、コンポスト、
焼却、埋立

下水道施設から
発生する濃縮汚泥量

（日平均）

約 420 m3/日（濃度約4％） ※１
（４処理場の合計）

約 460 m3/日（濃度約4％） 約 110 m3/日（濃度約3％）※２

消化施設
新設

（新規消化施設導入時期は未定）
新設

（鋼板製消化槽で詳細設計済み）
新設

（新規消化施設導入時期は未定）

地域バイオマス受入
家畜糞尿、植物性残渣、

浄化槽汚泥
（なし）

し尿・浄化槽汚泥、食品残渣、生ごみ
緑地剪定枝

（処理施設の各値は、各自治体資料（平成27年度実績等）から引用）
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３自治体モデル比較表

項目 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

想定する目標年次 未 定
H33以降予定

（消化槽供用開始に合わせて）
未 定

水素製造プロセス バイオガスの水蒸気改質 バイオガスの水蒸気改質 バイオガスの水蒸気改質

想定している
水素利用用途

・ＦＣＶ、ＦＣバス、ＦＣフォークリフト、ＦＣパッカー
車
水素燃料電池、ＦＣ船舶※３

・ＦＣＶ、ＦＣバス、ＦＣフォークリフト、
水素燃料電池※３

・ＦＣＶ、ＦＣバス、ＦＣパッカー車、
水素燃料電池※３

その他利用用途 －
炭酸ガス利用（溶接、農業、

温泉等）について想定
－

【下水処理場関連事項】

【水素関連事項】

※３）技術が実証段階であり、市場動向等が明確でないことから、本FS検討では想定需要には含めないこととする。

※１）機械濃縮施設を導入した場合を想定
※２）現状の濃縮施設能力をベースに算定

【FS検討結果まとめ】
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FS検討結果まとめ
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FS検討まとめ表
【FS検討より】全量利用の場合

項目 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

想定する
水素事業形態

バイオガスを加温ボイラに利用し
消化槽を加温
（パターンB）

・地域バイオマスを受入れ
・発生するバイオガスのうち、消化槽加
温に必要な熱量分を、ボイラ加温へ利
用し供給
・残りのバイオガスを水素製造・ST利用

バイオガス発電廃熱を
消化槽加温に利用
（パターンA）

・発生するバイオガスのうち、消化槽加
温に必要な熱量を、バイオガス発電
（FIT利用）廃熱から供給
・残りのバイオガスを水素製造・ST利用

バイオガス発電廃熱を
消化槽加温に利用し
水素原料に都市ガス添加
（パターンC）

・地域バイオマスを受入れ
・発生するバイオガスのうち、消化槽加
温に必要な熱量を、バイオガス発電
（FIT利用）廃熱から供給
・（水素製造施設能力を最大限発揮させ
るために）残りのバイオガスへ都市ガス
を添加し水素製造・ST利用

バイオガス量

約 7,000 Nm3/日
内訳

・水素製造用：約 7,000 Nm3/日

約 8,200 Nm3/日
内訳
・水素製造用：約 3,600 Nm3/日
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電用：約 4,600 Nm3/日

約 4,800 Nm3/日
内訳
・水素製造用：約 2,900 Nm3/日
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電用：約 1,800 Nm3/日
（都市ガス添加量：約 1,700 Nm3/日）

水素製造量 約 5,700 Nm3-H2／日 約 4,700 Nm3-H2／日 約 6,000 Nm3-H2／日

発電量 ―
約 325 万kWh/年
(約 375 kWh/h)

約 130 万kWh/年
(約 150 kWh/h)

【FS検討結果まとめ】
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FS検討まとめ表

項目 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

建設費

全体

約 6,700 百万円（汚泥濃縮・消化～水素利用ま
で）

（うち県負担 約 2,800 百万円)

（主な施設）
・地域バイオマス受入施設
・濃縮・消化・脱水施設（加温ボイラを含む）
・水素製造施設

約 1,500百万円（バイオガス精製～水素利用まで）

（うち県負担約 1,200 百万円）

（主な施設）
・バイオガス発電施設
・炭酸ガス製造・利用施設
・水素製造施設

約 5,900 百万円（汚泥消化～水素利用まで）
（うち市負担約 3,400 百万円）

（主な施設）
・地域バイオマス受入施設
・消化・脱水施設
・バイオガス発電施設
・水素製造施設

水素製造

約 780 百万円
（うち県負担約 480 百万円）

（主な施設）
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ精製施設
・水素製造施設
・水素ST

約 730 百万円
（うち県負担約 460 百万円）

（主な施設）
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ精製施設
・水素製造施設
・水素ST

約 790 百万円
（うち市負担約 540 百万円）

（主な施設）
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ精製施設
・水素製造施設
・都市ガス添加施設
・水素ST

維持管
理費

全体 約 940 百万円／年 約 130 百万円／年 約 420 百万円／年

水素製造 約 99 百万円／年 約 93 百万円／年 約 130 百万円／年

【試算】水素供給単価
（バイオガス以降の水素製
造・精製・供給を想定）※１

6時間稼働：約 204円／Nm3-H2
12時間稼働：約 114円／Nm3-H2
24時間稼働：約 67円／Nm3-H2

6時間稼働：約 248円／Nm3-H2
12時間稼働：約 139円／Nm3-H2
24時間稼働：約 79 円／Nm3-H2

6時間稼働：約 205円／Nm3-H2
12時間稼働：約 115円／Nm3-H2
24時間稼働：約 83円／Nm3-H2

（都市ガス購入費を含む）

※１）バイオガス精製以降のバイオガス精製・水素製造・水素精製・水素供給に係る施設建設費・維持管理費より算定

【FS検討結果まとめ】

【FS検討より】全量利用の場合
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FS検討まとめ表
【FS検討より】

【FS検討結果まとめ】

【FS検討より】導入シナリオを想定した場合

項目 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

導入シナリオ
（提案）

バイオガスを加温ボイラに利用し、消化槽
を加温（パターンB）

・地域バイオマスを受入れ
・発生するバイオガスのうち、消化槽加温に
必要な熱量分を、ボイラ加温へ利用し供給

利用可能なバイオガスを、水素需要量に
応じて水素製造し、FCV等にSTより供給
残りのバイオガスにより発電し売電（ただ

し、収支を最大化する設備容量を設定）

バイオガス発電事業開始から10年後に水
素製造供給事業を開始

バイオガス発電廃熱を、消化槽加温に利
用（パターンA）

・発生するバイオガスのうち、消化槽加温に
必要な熱量を、バイオガス発電（FIT利用）
廃熱から供給

利用可能なバイオガスを、水素需要量に
応じて水素製造し、FCV等にSTより供給
残りのバイオガスにより発電し売電（ただ

し、収支を最大化する設備容量を設定）

バイオガス発電事業開始から5年後に水
素製造供給事業を開始

バイオガス発電廃熱を消化槽加温に利
用し、水素原料に都市ガス添加（パターン
C）

・地域バイオマスを受入れ
・発生するバイオガスのうち、消化槽加温に
必要な熱量を、バイオガス発電（FIT利用）
廃熱から供給

利用可能なバイオガスを、水素需要量に
応じて水素製造し、FCV等にSTより供給
（ただし、水素製造能力を最大限発揮させ
るために都市ガスを添加）
残りのバイオガスにより発電し売電（ただ

し、収支を最大化する設備容量を設定）

バイオガス発電事業開始から10年後に
水素製造供給事業を開始

事業期間※中の
利用可能な

バイオガス量
（累計）

約 47 百万 Nm3/20年間
内訳

・水素製造用：約 15 百万 Nm3/20年間
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電用：約 32 百万 Nm3/20年間

※ボイラ加温用約 6 百万 Nm3/20年間は上記に含まない

約 63 百万 Nm3/20年間
内訳
・水素製造用：約 15 百万 Nm3/20年間
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電用：約 48 百万 Nm3/20年間

約 36 百万 Nm3/20年間
内訳
・水素製造用：約 12 百万 Nm3/20年間
・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電用：約 24 百万 Nm3/20年間

※都市ガス添加量：約 3 百万 Nm3/20年間

事業期間※中の
水素製造量（累計）

約 15百万 Nm3-H2/20年間 約 16 百万 Nm3-H2/20年間 約 18 百万 Nm3-H2/20年間

事業期間※中の
発電量（累計）

約 61百万 kWh/20年間 約 93 百万 kWh/20年間 約 49 百万 kWh/20年間

※バイオガス発電事業と水素製造供給事業を組合せた事業を想定
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Ⅰ 基本条件の設定



宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

地域バイオマス由来 502 0 3,360

下水汚泥由来（受入れ） 3,918 0 0

下水汚泥由来（場内） 2,540 8,168 1,399

下水汚泥由来（場内）

下水汚泥由来（場内）

下水汚泥由来（場内）

下水汚泥由来（受入れ）

地域バイオマス由来

地域バイオマス由来
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地域バイオマス由来

下水汚泥由来（受入れ）

下水汚泥由来（場内）
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３自治体モデルにおけるバイオガス発生量

宮城県モデルは、下水汚泥由来（石巻浄化センター、石巻東部浄化センター、大和浄化センター、古川師山下水浄化セン
ター）、地域バイオマス（浄化槽汚泥等）受入由来のバイオガス発生量を対象とする
奈良県モデルは、下水汚泥由来（第二浄化センター）のバイオガス発生量を対象とする
三島市モデルは、下水汚泥由来（三島終末処理場）、地域バイオマス（生ごみ等）由来のバイオガス発生量を対象とする

合計 6,961 8,168 4,759

Ⅰ 基本条件の設定

バイオガス発生量
（日平均）

バイオマス量
（日平均）

投入量[m3湿潤/日] 宮城県モデル 奈良県モデル 三島市モデル

地域バイオマス 45 ― 66.2

下水汚泥（受入れ） 259 ― ―

下水汚泥（場内） 117 461 110
【算定条件】

502

3,918

2,540



9

利用可能なバイオガス量の検討について

○バイオガスの利用にあたって、消化槽の加温に必要となる熱量の確保が必要となることからバイオガス利用の
パターンＡ～Dを設定

○パターンＣは、バイオガスが不足する三島市モデルにて想定
○パターンDは、宮城県モデルにおける参考パターンとして想定

パターンA（発電廃熱利用）（3自治体モデル）

消化施設
温水
ボイラ

等

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）

消化施設

濃縮
汚泥
等

濃縮
汚泥
等

バイオガス バイオガス

温水加温 温水加温

利用可能な
バイオガス

パターンＣ（発電廃熱＋都市ガス利用）（三島市モデル） 【参考】パターンＤ（汚泥焼却廃熱利用）（宮城県モデル）

消化施設 バイオガス発電施設
（ガスエンジン）

消化施設

濃縮
汚泥
等

濃縮
汚泥
等

バイオガス バイオガス

温水加温

都市ガス

汚泥焼却廃熱

廃熱

廃熱

パターンB（加温装置利用）（3自治体モデル）

Ⅰ 基本条件の設定

利用可能な
バイオガス

利用可能な
バイオガス

利用可能な
バイオガス



炭酸ガス液化
回収施設
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想定する水素製造技術等

○消化タンクから発生したバイオガスを脱硫処理してガスホルダに貯留し、このバイオガスを原料とする。

○水素製造施設として、バイオガス精製施設、水素製造施設（水素精製を含む）、水素供給施設を想定

○奈良県モデルについては、炭酸ガス液化回収装置についても想定

○三島市モデルについては、バイオガス精製により高濃度化されたメタンガスに都市ガスを添加し、水素製造量
を増量させることも想定

オフガス（CO2）

バイオガス バイオガス
精製施設

水素供給
施設

水素製造
施設

消化ﾀﾝｸ

脱
硫
施
設

ガスホルダ

FCV等

出荷

【メタンの水蒸気改質
（水性ガスシフト反応を含む）】
CH4＋H2O → 3H2＋CO
CO＋H2O → H2+CO2改質器脱硫器 変成器 水素PSA

原料ガス
(メタン濃度92%以上)

圧縮機

製品水素
(水素純度99.97%以上)

H2O

Ⅰ 基本条件の設定

都市ガス添加
（三島市モデルのみ）

（奈良県モデルのみ）

出荷

高濃度メタンガス



水素需要について

Ⅱ 水素製造等事業フローの検討
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Ⅲ 時間軸での事業収支の検討



水素需要に対する感度分析（第2回委員会にて実施）
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○３自治体モデルにおいて、バイオガス発電事業および、バイオガス由来水素製造・供給事業（バイオガス精製、
水素製造、水素供給（ステーション））の事業範囲で事業収支を試算

○水素製造施設については、24時間/日稼働を前提とし、利用可能なバイオガスのうち、水素原料に使用する量
が変化（水素製造量（稼働率）が変化）した場合の事業収支を算定

○水素製造量が少ない（日あたり運転時間が短い）場合には、余剰バイオガスを発電して電力売却（FIT利用）す
ることを想定（バイオガス発電施設は、各水素製造量における余剰バイオガス量に対応した発電容量を設定）

消化施設 消化槽
加温※

濃縮
汚泥
等

バイオガス

加温

利用可能な
バイオガス
（消化槽加温
分を控除）

※）宮城県モデルは、温水ボイラ等
加温装置を想定し、奈良県モデル・
三島市モデルは、バイオガス発電
廃熱を想定

バイオガス
精製施設

水素供給
施設

水素製造
施設

FCV等

高濃度
メタンガス

バイオガス
発電施設

電力供給
（FIT売電）

水素製造・供給事業の範囲

バイオガス発電事業の範囲

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

水素売却
100[円/Nm3-H2]

Ⅱ

余
剰
バ
イ
オ
ガ
ス

水素製造量（稼働率）に応じて、余
剰となったバイオガス量に対応し
た発電容量（設備台数）を設定

利用可能なバイオガスのうち、水
素需要に応じてバイオガス量を
変動させると想定
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約100％

水素需要に対する感度分析（バイオガス精製～水素利用・電力利用での試算）
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奈良県モデル宮城県モデル 三島市モデル 【パターンＣ】【パターンＡ】【パターンB】

事業全体の
採算分岐点
（稼働率約65％）

稼働率100%では、
• 水素製造量：約 2,050 [千Nm3-H2/年]

⇒ FCV普及台数 約2,130台に相当 ※
（都市ガス使用量：約1,150[Nm3-H2/日]★）

採算分岐点（稼働率約65％）において
• 水素製造量：約 1,330 [千Nm3-H2/年]

⇒ FCV普及台数 約1,390台に相当 ※
（都市ガス使用量：約490[Nm3-H2/日]★）

※）FCVの水素使用量を963 [Nm3-H2/台・年]と想定 ★都市ガス関連コストは、水素製造の事業収支に計上

稼働率100%では、
• 水素製造量：約 1,610 [千Nm3-H2/年]

⇒ FCV普及台数 約1,670台に相当 ※
全ての稼働率において、事業採算性は確
保される

事業全体の
採算分岐点
（稼働率約45％）

稼働率100%では、
• 水素製造量：約 1,980 [千Nm3-H2/年]

⇒ FCV普及台数 約 2,050台に相当 ※
採算分岐点（稼働率約45％）において

• 水素製造量：約 890 [千Nm3-H2/年]
⇒ FCV普及台数 約 920台に相当 ※

稼働率
約100％

Ⅱ

水素製造・供給事
業の採算分岐点

（稼働率約60％）

水素製造・供給事
業の採算分岐点

（稼働率約70％）

水素製造・
供給事業の
採算分岐点
（稼働率約80％）
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水素需要量の想定
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○本FSでは、３自治体モデル圏内および周辺における水素需要量を、全国的な普及予測を用いて想定
○FCVの普及については、水素・燃料電池ロードマップにおける将来の普及台数をベースに、現在のステーション

数や乗用車保有台数等に基づき、各地域のFCV普及台数を推計
○FCV以外の普及については、以下の通り

・FCバス：燃料電池自動車等の普及促進に係る自治体連携会議（第3回）における国土交通省自動車局提示資
料に基づき推計
・FCフォークリフト、FCパッカー車：普及台数にかかる公表情報が少ないため、既存低公害車（天然ガス車）の普
及実績を参考に推計

Ⅲ

宮城県モデルにおける
水素需要量の想定

奈良県モデルにおける
水素需要量の想定

三島市モデルにおける
水素需要量の想定
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本FS検討では
この需要量を
想 定需 要 とし
て採用
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想定する水素需要について

宮城県モデルにおける
水素需要量

奈良県モデルにおける
水素需要量

三島市モデルにおける
水素需要量

本 FS 検 討 で
はこの需要量
を想定需要と
して採用

Ⅲ

○３自治体モデルにおける、水素製造・供給事業の採算ラインを算定
○想定する水素需要では、宮城県モデルは2035年頃に、奈良県モデルは2028年頃に、三島市モデルでは、2037

年頃に、水素製造・供給事業が自立するものと考えられる。

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
3,500 Nm3-H2/日）

本FS検討ではこの
需要量を想定需要
として採用

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
3,000 Nm3-H2/日）

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
4,800 Nm3-H2/日）

採 算 分 岐 と
なる時期

採 算 分 岐 と
なる時期

採 算 分 岐 と
なる時期



宮城県モデルにおける
FS検討状況

項目 宮城県モデル

対象処理施設

北上川流域下水道
石巻浄化センター

（石巻東部・大和・古川師山浄化ｾﾝﾀｰの
下水汚泥、地域バイオマス受入を考慮）

供用開始年 平成10年

処理水量
（H27年度日平均）

約 18,000 m3/日（石巻Ｔ、流域）
約 12,000 m3/日（石巻東部Ｔ、流域）
約 29,000 m3/日（大和Ｔ、流域）
約 11,000 m3/日（古川師山Ｔ、公共）

現状の汚泥処分方法
セメント原料化、コンポスト、

焼却（仙塩浄化ｾﾝﾀｰ）

項目 宮城県モデル

下水道施設から
発生する濃縮汚泥量

（日平均）

約 420 m3/日（濃度約4％）
（４処理場の合計）

消化施設
新設

（新規消化施設導入時期は未定）

想定される
バイオガス量

（日平均）

下水汚泥のみ：6,459 Nm3/日
（古川師山Ｔ、大和Ｔ、石巻東部Ｔを含む）

地域バイオマス含む：6,961 Nm3/日

地域バイオマス受入
家畜糞尿、植物性残渣、

浄化槽汚泥

【下水処理場関連事項】

Ⅱ 水素製造等事業フローの検討

16

Ⅳ 事業スキームの検討
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現状およびケース０（比較対象）の設定

石巻浄化センター下水汚泥

コンポスト化

セメント原料化

○石巻、石巻東部、大和、古川師山浄化センターの現状の汚泥処理フローは、濃縮汚泥を脱水して外部搬出

○消化施設を設置し地域バイオマスも受入れ、バイオガスを全量発電する場合をケース０と設定

○消化（減量化）による効果（維持管理コスト縮減等）を含めてFS検討を実施

脱水施設
脱水汚泥

焼却等

【ケース0】（バイオガス全量を発電施設に利用）
・消化施設、バイオガス発電施設：
公設・公営

公設公営

濃縮汚泥
脱水施設

脱水汚泥

【現状フロー】
（石巻、石巻東部、大和、古川師山浄化センターの合計）

バイオガス

消化施設
（脱硫含む）

バイオガス
発電施設

場内利用
FIT制度利用

【宮城県モデル】

廃熱利用

コンポスト化
（約１２トン／日）※

セメント原料化
（約２３トン／日） ※

焼却等
（約３０トン／日） ※※脱水汚泥量（日平均）は、４処理場の合計値であり、各処理場にてセメント原料化、

コンポスト化、焼却等を実施している。（H27維持管理年報より）

濃縮
施設

地域バイオマス
（浄化槽汚泥） 前処理

施設※
・古川師山浄化センター
・大和浄化センター
・石巻東部浄化センター
下水汚泥

（バキューム車による受入を想定）

※砂分除去、濃度調整等



水素製造・利用の全体像

石巻浄化
センター
下水汚泥

バイオガス
6,961[Nm3/日]

水素

バイオガス
電力利用

（FIT 39[円/kWh]）

FCVへの
水素供給

オフサイト利用へ
（FCフォークリフト等）

消化施設
（脱硫含む）

水素製造
施設

バイオガス
精製施設

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）

高濃度
メタンガス

圧縮水素
貯蔵・出荷

発電廃熱利用
（消化槽加温等）

○FS検討範囲としては、バイオガス量を増加させるために、他処理場の下水汚泥や地域バイオマスを原料とし
て、水素を製造・利用する事業を想定し、地域バイオマス受入収入および脱水汚泥処分費用（汚泥消化によ
る減容化効果を考慮）を含める。

○消化槽加温方法については、パターンA（バイオガス発電廃熱利用）、パターンB（バイオガス加温装置利用）
の２パターンを想定（パターンＤ（汚泥焼却廃熱利用）は参考）

分離膜等

FS検討範囲【事業全体】

オンサイト
水素ステーション

石巻東部
浄化センター
下水汚泥

消化汚泥

脱水施設

脱水汚泥

【宮城県モデル】

【参考】（パターンＤ）
汚泥焼却廃熱利用

バイオガス

18

水素製造単価の算定範囲

脱水汚泥処分
16,000[円/トン]

バイオガス
15[円/Nm3]

水素卸売
50[円/Nm3-H2]

水素売却
100[円/Nm3-H2]

【パターンＢ】
加温装置利用

（2,319[Nm3/日])

温水ボイラ等
【パターンＡ】
発電廃熱利用
（コジェネ）

濃縮
施設

大和浄化センター
下水汚泥

古川師山
下水浄化センター
下水汚泥

前処理
施設

地域バイオマス
（浄化槽汚泥等）

受入単価
浄化槽汚泥等：12,000[円/m3]
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【水素全量利用の場合】
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事業収支の算定（消化および地域バイオマス受入収入を含む）

事業全体の収支（２４時間／日稼働）

○公設公営を想定した場合、消化施設や地域バイオマス受入施設等に係る費用、および、地域バイオマス受入収

入や脱水汚泥処分費用等を含め、事業全体の収支を算定

○現状フローに比べて、パターンA（バイオガス全量発電、ケース０）およびパターンＢ（水素製造・利用（24時間/日

稼働）、バイオガス加温ボイラによる消化槽加温）については、新たな施設投資による支出があるものの、電力

売却や水素売却、地域バイオマス受入収入による増額が見込まれるため、経済的である。

○ただし、収入に占める地域バイオマス受入収入※が約8割を占めるため、地域バイオマス受入単価が事業採算

性に与える影響が大きいことが想定される。

【宮城県モデル】

大

支出

大

収入

水素全量売却を想定

消化汚泥の焼却コスト、熱収支
（バイオガスの補助燃料利用、廃
熱回収による消化槽加温利用等）
については、参考資料１の31ペー
ジを参照

汚泥輸送コストを含む
脱水汚泥処分コストを含む

現状フローの
事業収支ライン

※今回の算定では、浄化槽汚泥を約14,000[円/wet-t]で受入れることを想定
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水素供給単価の試算（バイオガス精製～水素供給（ステーション）） 【宮城県モデル】

水素供給単価（６・１２・２４時間／日稼働）
（バイオガス精製＋水素製造＋水素精製＋水素供給）項 目 単位

条 件

6時間/日 12時間/日 24時間/日

製造能力 Nm3-H2/hr 239 239 239

定格稼働時間 hr/日 6 12 24

年間稼働日数 日/年 345 345 345

年間水素製造量 千Nm3-H2/年 494 988 1,975

項 目 単位
単価

6時間/日 12時間/日 24時間/日

水素供給 建設費 円/Nm3-H2 50 25 12

バイオガス精製・水素
製造・水素精製
建設費 ★国（※）

円/Nm3-H2 22 11 5

水素供給 維持管理費 円/Nm3-H2 67 42 29

バイオガス精製・水素
製造・水素精製
維持管理費

円/Nm3-H2 65 36 21

合 計 円/Nm3-H2 204 114 67

※）建設費のうち、バイオガス精製および水素製造・水素精製には社
会資本整備総合交付金が充当されている。（★は国庫補助（国：国交
省、流域下水道（2/3））を考慮）

【水素製造の諸元】

【水素供給単価の算定】

○水素製造・供給施設の稼働時間を６時間・１２時間・２４時間とした場合について、製造する水素全量が売却で
きると想定し、水素供給単価を試算

○算定範囲は、バイオガス精製・水素製造・水素精製・水素供給（ステーション）とする。
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温室効果ガス（GHG）排出量の算定

○バイオガス全量をバイオガス発電した場合（ケース０）と水素製造・利用した場合（パターンＢ）を比較
○水素製造・利用による削減効果については、ガソリン車がFCVに置き換わると仮定し、ガソリン車の温室効果ガ

ス排出量を考慮
○地域バイオマス受入に伴い、浄化槽汚泥処理における焼却処分量削減に係る温室効果ガス排出量削減効果を

計上
○バイオガス全量発電（ケース０）に比べ、水素製造・利用（パターンＢ）の環境性が優れる。

温室効果ガス排出量の算定結果（24時間／日稼働

水素供給
水素製造

施設
消化ﾀﾝｸ 水素

バイオガス
消化ﾀﾝｸ

【比較対象】全量バイオガス発電を実施
（ケース0）

水素利用（パターンＢ）

電力
FCVのガソリン

車代替を削減効
果として計上バイオガス

大

削減

大
消費（排出）

発電等

【宮城県モデル】

地域バイオマス
受入

地域バイオマス
受入

地域バイオマス受入れによる、浄化槽汚泥
焼却の削減効果を計上地域バイオマス受入れに

よる、浄化槽汚泥焼却の削
減効果を計上

消費電力量を
差し引いた値

地域バイオマス受入
れによる、浄化槽汚泥
焼却の削減効果を計上

水素全量売却
を想定
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【水素需要量に応じた導入シナリオ
を想定した場合】



導入シナリオ案にて想定する事業フロー

24

○地域バイオマス受入施設、消化・脱水施設、バイオガス発電事業および、バイオガス由来水素製造・供給事業
（バイオガス精製、水素製造、水素供給（ステーション））の事業範囲を想定

○水素製造施設については、24時間/日稼働を前提とし、利用可能なバイオガスのうち、水素原料に使用する量
が変化（水素製造量（稼働率）が変化）した場合の事業収支を算定

○水素製造量が少ない（日あたり運転時間が短い）場合には、余剰バイオガスを一部発電して電力売却（FIT利
用）することを想定

【宮城県モデル】

消化施設

濃縮
汚泥
等

バイオガス

加温

利用可能な
バイオガス
（消化槽加温
分を控除）

※１）宮城県モデルは、温水ボイラ等加温装置
を想定（バイオガス発電施設からの廃熱利用
も想定）

バイオガス
精製施設

水素供給
施設

水素製造
施設

FCV等

高濃度
メタンガス

バイオガス
発電施設

電力供給
（FIT売電）

水素製造・供給事業の範囲

バイオガス発電事業の範囲

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

水素売却
100[円/Nm3-H2]

余
剰
バ
イ
オ
ガ
ス

利用可能なバイオガスのうち、
水素原料に使用する量が水
素需要に応じて変化すると
想定

温水
ボイラ
等※１

余剰燃焼※２ ※２）水素原料及び発電利用に供さないバイオガス
（余剰分）を、燃焼焼却することを想定

水素製造量（稼働率）に応じて、
余剰となったバイオガスの一部を
発電する容量（設備台数）を設定
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想定する水素需要に応じた最適な発電容量の検討

○宮城県モデルでは、パターンB（ボイラ加温）を想定
○製造した水素を全量利用する事業最終形態の検討に加え、水素需要が変化する事業年次を想定し、事業期間における累積収

支が最大となる発電容量（設備台数）を想定する

【宮城県モデル】

宮城県モデルにおける最適な発電容量の算定方法（イメージ）

6年間使用できないため、建設
費回収不可能（建設不可）

経費回収可能な発電事業で
あり、発電量を最大にする境
界となる

更新後も6年間使用することで
経費回収可能（建設可）

6年間以上使用することで、
経費回収可能（建設可）

・ガス発電機(25kW)建設費：39,000千円
・ガス発電機(25kW) 維持管理費：1,450千円/年
・電力売却収入（FIT利用）：

25kW×330日/年×24hr×39円=7,700千円
・経費回収年：

39,000千円÷（7,700千円/年-1,450千円/年）
＝5.65年
↓

・ガス発電機1台で、電力売却収入（FIT利用）により、
６年で経費回収可能

↓
・6年間以上使用する発電機であれば、建設費を上
回る収入が見込めるため、バイオガス発電を導入し
た方が収益（収入-支出）増えることになる。

バイオガス発電事業の経費回収を最大化する発
電容量（発電機台数）を設定

【経費回収年の考え方（例）】

バイオガス発電の廃熱を回収し、ボ
イラ加温に使用するバイオガス量を
可能な限り抑制する。
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○需要に応じた最適な施設導入計画等を検討するため、宮城県モデルにおける導入シナリオ案を設定
○水素需要については、モデル圏内および周辺における水素需要量を想定
○シナリオ設定では、第1フェーズを水素利活用施設が導入される期間とし、その後、第2フェーズにおいて水素

製造・供給が本格稼働して水素製造・供給事業の採算分岐点まで到達し、第3フェーズにて事業の安定操業期
に入る（水素製造稼働率が90%を超える）と想定

導入シナリオ設定の考え方

宮城県モデルにおけるシナリオイメージ

宮城県
モデル

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

水素利活用施設
導入期

水素製造・供給
本格稼働期

安定操業期

施設導入およ
び事業運営

想定される
水素需要

【宮城県モデル】

宮城県モデルにおける想定需要量

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
3,500 Nm3-H2/日）

水素製造・供給事業
の採算分岐点

水素製造
稼働率90%

消化
導入

消化導入

汚泥集約

地域バイオマス受入

バイオガス精製

水素製造

水素供給

バイオガス発電

ＦＣＶ等
普及初期

ＦＣＶ等
本格普及
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時間軸の検討（水素事業開始年別の累積収支の違い）
○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の累積

収支を算定し、事業期間における累積収支の推移と内訳について20年間を試算
○事業期間中に設備更新を想定し、現状フロー（濃縮汚泥を脱水し場外搬出）の累積収支との差分を算定
○水素事業開始を遅らせるほど累積収支が改善されるため、水素事業を2030年開始とする。

事業全体の累積収支（現状フローとの差分）

【宮城県モデル】

累積収支の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給

2025年より
水素製造・供給 2030年より

水素製造・供給

現状フローの
累積収支ライン

収入

大

支出

大 現
状
フ
ロ
ー
と
の
差
分
を
算
定

バイオガス量
[Nm3-H2]

2020年開始
（2020年次）

2025年開始
（2025年次）

2030年開始
（2030年次）

水素製造用 1,769 2,587 3,193

発電用 4,282 4,282 3,020

余剰燃焼用 818 0 0

ボイラ加温用 92 92 748

計 6,961 6,961 6,961

発生するバイオガスの利用割合

※発電廃熱を回収
しボイラ加温に使
用し、ボイラ加温用
のバイオガス使用
量を低減
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時間軸の検討（水素事業開始年別の温室効果ガス排出量累積値の違い）

○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の温室
効果ガス（GHG）排出量の累積値を試算し、事業期間（2040年まで）における累積値の推移と内訳を算定

○事業期間における、全量バイオガス発電の温室効果ガス（GHG）排出量の累積値と比較
○水素製造・供給事業の開始時期を変えても、環境性能には大きな差は見られない。

累積値の推移

【宮城県モデル】

GHG排出量累積値の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給

2025年より
水素製造・供給 2030年より

水素製造・供給

排出

大

削減

大



事業スキームの考え方 （ケース設定）

【ケース1】
・地域バイオマス受入、消化施設、
水素製造施設 、脱水施設
：公設・公営
・水素供給（出荷を含む）、
バイオガス発電
：民設・民営

水素供給
水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営公設公営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

水素製造
施設

水素仕入価格

（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素

○本モデルにおけるケース設定では、自治体からの情報提供も踏まえ、消化施設と水素製造施設については、社会資本整備総合交付金の交付対象
となる可能性があるため、一体的に整備されることを想定。

○バイオガス発電については、他流域処理場におけるバイオガス発電事業（民設民営）を踏まえ、本モデルにおいても民設民営を想定。

：FS検討範囲公設民営 民設民営公設公営

【ケース2】
・地域バイオマス受入、消化施設、
水素製造施設 、脱水施設
：公設・民営
・水素供給（出荷を含む）、
バイオガス発電
：民設・民営

水素供給 水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営

※汚泥運搬等を含む

公設民営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス※

濃縮汚泥※

水素製造
施設

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素
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脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥

消化汚泥

【宮城県モデル】

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営

公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース3】
・地域バイオマス受入、
消化施設、脱水施設
：公設・公営
・水素製造施設
：公設・民営
・バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）、
：民設・民営

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）



○地域バイオマス受入れから始まり、消化・脱水、電力供給（売電）および水素売却まで含めた範囲について、事業全体の累積収
支を算定

○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2030年とした場合について、事業の累積収支を試算し、事業
年間（2040年まで）における累積収支を算定

○ケース１～３のすべてにおいて、水素製造施設が公設であるため、事業収支は同額となる。

ケース毎の事業全体の累積収支

FS検討結果 地域バイオマス受入・消化（ボイラ加温）・脱水＋バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給

ケース1 ケース2 ケース3

地域バイオマス受入・消化・脱水 公設公営 公設民営 公設公営

水素製造（精製含む） 公設公営 公設民営 公設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 民設民営 民設民営 民設民営

収入

大

支出

大

【宮城県モデル】
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【ケース1】

水素供給
水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営公設公営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

水素製造
施設

水素仕入価格

（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素

【ケース2】

水素供給 水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営

※汚泥運搬等を含む

公設民営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス※

濃縮汚泥※

水素製造
施設

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素

脱水施設

脱水汚泥
脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥
消化汚泥

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営

公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース3】

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

▲ 4,659 ▲ 4,659 ▲ 4,659
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維持管理費

建設費年価
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民間事業者の採算性下水道管理者の採算性

下水道管理者と民間事業者の採算性（累積収支）

○ケース1は、下水道管理者にとって、ケース２よりも経済的であり、民間事業者にとっても、累積収支が黒字化するため、事業採
算性が見込めるものと考えられる。

○ケース2は、民間事業者にとって、収支を大きく見込めるものの、下水道管理者の建設費の負担が大きい。
○ケース3は、下水道管理者にとっても民間事業者にとっても、事業採算性が見込めない。
○以上を考慮すると、ケース１が現実的な事業スキームであると考えられる。

収入

大

支出

大

【宮城県モデル】

地域バイオマス受入・消化（ボイラ加温）・脱水＋バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給

ケース1 ケース2 ケース3

地域バイオマス受入・消化・脱水 公設公営 公設民営 公設公営

水素製造（精製含む） 公設公営 公設民営 公設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 民設民営 民設民営 民設民営

【ケース1】

水素供給
水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営公設公営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

水素製造
施設

水素仕入価格

（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素

【ケース2】

水素供給 水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

民設民営

※汚泥運搬等を含む

公設民営

バイオガス
消化施設

地域バイオマス※

濃縮汚泥※

水素製造
施設

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：19円/kWh

水素

脱水施設

脱水汚泥
脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥
消化汚泥

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営

公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース3】

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）



宮城県モデル
における

シナリオ案

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

第1フェーズ（水素利活用施設導入期）
第2フェーズ（水素製造・供給本
格稼働期）

第3フェーズ（安定操業期）

施
設
導
入
お
よ
び
事
業
運
営

バイオガス
製造

【公設公営】

バイオガス
発電

【民設民営】

水素製造・
供給

想定される
水素需要
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○FS検討結果を踏まえ、最適な導入シナリオ（需要に応じた最適な施設導入計画等）を提案
○FCV/FCﾊﾞｽ等の普及に伴い、2035年次に水素製造・供給事業の採算分岐点を迎え、2046年頃には水素製造

が安定操業に入る（稼働率90％）になると想定（事業開始から20年の間に本格普及が進むと想定）
○想定される水素需要に対応し、消化施設、汚泥集約・地域バイオマス受入施設、バイオガス発電施設、水素製

造・供給施設について、段階的に導入することを想定

FS検討まとめ（導入シナリオの提案） 【宮城県モデル】

水素製造・供給事業の
採算分岐点（2035年頃）

水素製造稼働率90%
（2046年頃）

【2020年想定普及】
FCV：約300台
FCバス：約1台

【2035年想定普及】
FCV：約1,100台
FCバス：約2台

【2040年想定普及】
FCV：約1,400台
FCバス：約3台

消化施設の供用（維持管理）
消化施設

建設

濃縮施設
建設

３処理場の汚泥集約

受入施設
建設

地域バイオマス（浄化槽汚泥）の受入れ

発電施設
建設

バイオガス発電

バイオガス
精製施設建設

バイオガス精製

水素製造
施設建設

水素製造

水素供給
施設建設

水素供給

ＦＣＶ等普及初期 ＦＣＶ等本格普及

バイオガス発電より
10年遅れて水素製
造・供給を開始

民設民営

公設公営

公設公営



項目 奈良県モデル

対象処理施設
大和川上流・宇陀川流域下水道

（第二処理区）
第二浄化センター

供用開始年 昭和59年

処理水量
（H27年度日平均）

約 86,000 m3/日

現状の汚泥処分方法 埋立、セメント原料化、セメント資源化

項目 奈良県モデル

下水道施設から
発生する濃縮汚泥量

（日平均）
約 460 m3/日（濃度約4％）

消化施設
新設

（鋼板製消化槽で詳細設計済み）

想定される
バイオガス量

（日平均）
8,168 Nm3/日

地域バイオマス受入 （なし）

【下水処理場関連事項】

奈良県モデルにおける
FS検討状況

Ⅱ 水素製造等事業フローの検討
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Ⅳ 事業スキームの検討
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濃縮汚泥

埋 立（47.1トン／日（日平均））

セメント原料化（23.7トン／日（日平均））

○第二浄化センターの現状の汚泥処理フローは、濃縮汚泥を脱水して、セメント資源化及び外部搬出を実施（セメ
ント資源化施設は第二浄化センター内にて稼働中）

○バイオガス全量有効利用（ガス発電）する場合をケース０と設定
○消化施設は詳細設計済みであり、バイオガス以降について、FS検討を実施

脱水施設

脱水汚泥 セメント
資源化施設

セメント利用
（4.3トン／日（日平均））

【現状フロー】

濃縮汚泥 消化汚泥

埋 立

セメント原料化

バイオガス

濃縮施設
消化施設

（脱硫含む） 脱水施設

引抜汚泥
脱水汚泥

バイオガス
発電施設

セメント
資源化施設

セメント利用

(H32稼働予定)
(将来廃止予定)

公設公営

【ケース0】（バイオガス全量を発電施設に利用）
・バイオガス発電：公設・公営

※汚泥量はH27維持管理年報より

現状およびケース０（比較対象）の設定 【奈良県モデル】

場内利用
FIT制度利用

廃熱利用



バイオガス
8,168[Nm3/日]

水素

液化炭酸ガス
貯蔵・出荷
施設

ガス販売事業者へ炭酸ガス
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バイオガス

FCV等への
水素供給

オフサイト
ステーションへ

水素製造
施設

バイオガス
精製施設

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）

高濃度
メタンガス

圧縮水素
貯蔵・出荷

○FS検討範囲としては、消化施設供用開始後を想定し、バイオガスを原料として、水素を製造・利用、炭酸ガス
を製造・利用する事業を想定

○消化槽加温の方法については、バイオガスの一部を、バイオガス発電による発電廃熱を利用する場合（パ
ターンA)と、加温装置（温水ボイラ等）を利用する場合（パターンB)を想定

分離膜等

FS検討範囲

オンサイト
水素ステーション

水素製造・利用の全体像 【奈良県モデル】

バイオガス

消化
施設

水素製造単価の算定範囲

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

バイオガス
15[円/Nm3]

水素卸売
50[円/Nm3-H2]

水素売却
100[円/Nm3-H2]

ガス売却
50[円/kg]

【パターンＢ】
加温装置利用
(2,680[Nm3/日])

温水
ボイラ

等

【パターンＡ】
発電廃熱利用
(コジェネ)

発電廃熱利用
（消化槽加温等）
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【水素全量利用の場合】



▲ 85 ▲ 88

▲ 46

▲ 130

227

127

158

37

97 105

▲ 300

▲ 200

▲ 100

0

100

200

300

400

（FIT利用） （FIT利用）
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事
業

収
支

（
百

万
円

/
年

） 売却益（CO2）

売却益（水素）

売却益（発電）

維持管理費

建設費年価

合 計

※パターンＡ（発電廃熱利用）を想定
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事業収支の算定

事業全体収支
（24時間／日稼働）

○公設民営を想定した場合、バイオガス全量発電の場合（ケース０）、水素利用の場合（水素製造・利用（24時間/
日稼働）、バイオガス発電（FIT利用、廃熱利用）、炭酸ガス製造・利用の組合せ）について、事業全体の収支を
算定

○水素利用を想定した事業全体の採算性は、バイオガス全量を発電として利用するよりも若干向上する。

【奈良県モデル】

大

支出

大

収入

水素全量売却を
想定

炭酸ガス全量売却
を想定

本モデルは、FS検討範囲をバイオガス
以降としているため、現状フロー（消化
施設なし）との事業収支の比較はして
いない。

売却益（CO2）

売却益（水素）

売却益（発電）

建設費年価

維持管理費

合 計
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水素供給単価の試算（バイオガス精製～水素製造・精製）

項 目 単位
条 件

6時間/日 12時間/日 24時間/日

製造能力 Nm3-H2/hr 194 194 194

定格稼働時間 hr/日 6 12 24

年間稼働日数 日/年 345 345 345

年間水素製造量 千Nm3-H2/年 373 747 1,607

※建設費のうち、バイオガス精製および水素製造・水素精製には社会
資本整備総合交付金が充当されている。（★は国庫補助（国：国交
省、流域下水道（2/3））を考慮）

【水素製造の諸元】

【水素供給単価の算定】

【奈良県モデル】

項 目 単位
単価

6時間/日 12時間/日 24時間/日

水素供給 建設費 円/Nm3-H2 64 32 15

バイオガス精製・水素
製造・水素精製
建設費 ★国（※）

円/Nm3-H2 27 13 6

水素供給 維持管理費 円/Nm3-H2 83 52 34

バイオガス精製・水素
製造・水素精製
維持管理費

円/Nm3-H2 74 42 24

合 計 円/Nm3-H2 248 139 79

水素供給単価（６・１２・２４時間／日稼働）
（バイオガス精製＋水素製造＋水素精製＋水素供給）

○水素製造・供給施設の稼働時間を６時間・１２時間・２４時間とした場合について、製造する水素全量が売却で
きると想定し、水素供給単価を試算

○算定範囲は、バイオガス精製・水素製造・水素精製・水素供給（ステーション）とする。
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円

/N
m
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H

2
）

建設費 水素供給

建設費 水素製造

維持管理費 水素供給

維持管理費 水素製造

計
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合 計
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温室効果ガス（GHG）排出量等の算定

○バイオガス全量をバイオガス発電した場合（ケース０）と、水素利用の場合（水素製造・利用（24時間/日稼働）、
バイオガス発電（FIT利用、廃熱利用）、炭酸ガス製造・利用の組合せ）を比較

○水素製造・利用による削減効果については、ガソリン車がFCVに置き換わると仮定し、ガソリン車の温室効果ガ
ス排出量をパターンAの削減効果として加えた。

○バイオガス全量発電（ケース０）よりも、パターンＡ（水素製造・利用、発電）の方が、環境性が優れる。

温室効果ガス排出量の算定結果

発電等

水素供給

水素製造
施設

消化ﾀﾝｸ 水素

電力

バイオガス
消化ﾀﾝｸ

【比較対象】全量バイオガス発電を実施 発電および水素利用（パターンＡ）

電力
FCVのガソリン車

代替を削減効果とし
て計上バイオガス

大

削減

大

消費
（排出）

発電等

【奈良県モデル】

炭酸ガス

消費電力量を
差し引いた値

下水汚泥由来の炭酸
ガスはカーボンニュート
ラルなので計上しない
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【水素需要量に応じた導入シナリオ
を想定した場合】



導入シナリオ案にて想定する事業フロー
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○バイオガス発電事業および、バイオガス由来水素製造・供給事業（バイオガス精製、水素製造、水素供給（ス
テーション））の事業範囲を想定

○水素製造施設については、24時間/日稼働を前提とし、利用可能なバイオガスのうち、水素原料に使用する量
が変化（水素製造量（稼働率）が変化）した場合の事業収支を算定

○水素製造量が少ない（日あたり運転時間が短い）場合には、余剰バイオガスを一部発電して電力売却（FIT利
用）することを想定

【奈良県モデル】

消化施設

濃縮
汚泥
等

バイオガス

加温

利用可能な
バイオガス
（消化槽加温
分を控除）

※１）奈良県モデルは、バイオガス
発電廃熱の利用を想定

バイオガス
精製施設

水素供給
施設

水素製造
施設

FCV等

高濃度
メタンガス

バイオガス
発電施設

電力供給
（FIT売電）

水素製造・供給事業の範囲

バイオガス発電事業の範囲

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

水素売却
100[円/Nm3-H2]

余
剰
バ
イ
オ
ガ
ス

水素製造量（稼働率）に応じ
て、余剰となったバイオガス
の一部を発電する容量（設
備台数）を設定

利用可能なバイオガスのうち、
水素原料に使用する量が水
素需要に応じて変化すると
想定

余剰燃焼※２ ※２）水素原料及び発電利用に供さないバイオガス
（余剰分）を、燃焼焼却することを想定

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）※１

炭酸ガス液化
回収施設 液化炭酸ガス売却

50[円/kg]
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想定する水素需要に応じた最適な発電容量の検討

奈良県モデルにおける最適な発電容量の算定方法（イメージ）

6年間使用できないため、建設
費回収不可能（建設不可）

経費回収可能な発電事業で
あり、発電量を最大にする境
界となる

更新後も6年間以上使用するこ
とで経費回収可能（建設可）

6年間以上使用することで、
経費回収可能（建設可）

・ガス発電機(25kW)建設費：39,000千円
・ガス発電機(25kW) 維持管理費：1,450千円/年
・電力売却収入（FIT利用）：

25kW×330日/年×24hr×39円=7,700千円
・経費回収年：

39,000千円÷（7,700千円/年-1,450千円/年）
＝5.65年
↓

・ガス発電機1台で、電力売却収入（FIT利用）により、
６年で経費回収可能

↓
・6年間以上使用する発電であれば、建設費を上回る
収入が見込めるため、バイオガス発電を導入した方
が収益（収入-支出）増えることになる。

バイオガス発電事業の経費回収を最大化する発
電容量（発電機台数）を設定

【経費回収年の考え方（例）】

○奈良県モデルでは、パターンA（発電廃熱利用）を想定
○製造した水素を全量利用する事業最終形態の検討に加え、水素需要が変化する事業年次を想定し、事業期間における累積収

支が最大となる発電容量（設備台数）を想定する

【奈良県モデル】
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【奈良県モデル】

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
3,000 Nm3-H2/日）

奈良県モデルにおけるシナリオイメージ奈良県モデルにおける想定需要量

奈良県
モデル

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

水素利活用施設
導入期

水素製造・供給
本格稼働期

安定操業期

施設導入およ
び事業運営

想定される
水素需要

水素製造・供給事業
の採算分岐点

水素製造
稼働率90%

炭酸ガス液化回収

水素製造

水素供給

バイオガス発電

バイオガス精製

ＦＣＶ等
普及初期

ＦＣＶ等
本格普及

○需要に応じた最適な施設導入計画等を検討するため、奈良県モデルにおける導入シナリオ案を設定
○水素需要については、モデル圏内および周辺における水素需要量を想定
○シナリオ設定では、第1フェーズを水素利活用施設が導入される期間とし、その後第2フェーズにおいて水素製

造・供給が本格稼働して水素製造・供給事業の採算分岐点まで到達し、第3フェーズにて事業の安定操業期に
入る（水素製造稼働率が90%を超える）と想定

導入シナリオ設定の考え方
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時間軸の検討（水素事業開始年別の累積収支の違い）
○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の累積

収支を算定し、事業期間における累積収支の推移と内訳について20年間を試算（事業期間中に設備更新するものと想定）
○いずれの場合も事業採算性が見込め、水素事業開始を遅らせるほど事業収支が向上するため、水素事業を2025年開始とする。

事業全体の累積収支

【奈良県モデル】

累積収支の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給

2025年より
水素製造・供給

2030年より
水素製造・供給

収入

大

支出

大

バイオガス量
[Nm3-H2]

2020年開始
（2020年次）

2025年開始
（2025年次）

2030年開始
（2030年次）

水素製造用 2,140 2,842 3,475

発電用 5,326 5,326 4,693

余剰燃焼用 703 0 0

計 8,168 8,168 8,168

発生するバイオガスの利用割合
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時間軸の検討（水素事業開始年別の温室効果ガス排出量累積値の違い）

GHG排出量累積値の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給 2025年より

水素製造・供給 2030年より
水素製造・供給

排出

大

削減

大

【奈良県モデル】

○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の温室
効果ガス（GHG）排出量の累積値を試算し、事業期間（2040年まで）における累積値の推移と内訳を算定

○事業期間における、全量バイオガス発電の温室効果ガス（GHG）排出量の累積値と比較
○全量バイオガス発電に比べて、バイオガス発電と水素製造・供給事業との組合せは、環境性に優れる。

累積値の推移
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【奈良県モデル】

水素仕入価格
（50円/Nm3-H2）

水素供給
水素製造

施設
消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

バイオガス

炭酸ガス出荷価格
50円/kg-CO2

消化施設

消化施設

【ケース1】
・水素製造施設（炭酸ガス製造施設
を含む）：公設・公営
・バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）
：民設・民営

【ケース2】
・水素製造施設（炭酸ガス製造施設
を含む） ：公設・民営
・バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）
：民設・民営

【ケース3】
・水素製造施設（炭酸ガス製造施設
を含む） 、バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）
：民設・民営

公設公営 民設民営

○本モデルにおけるケース設定では、自治体からの情報提供も踏まえ、水素製造施設については、ケース３は民設民営と想定しているが、ケース
１、２については、社会資本整備総合交付金の交付対象となる可能性があるため、公設公営または公設民営を想定。

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

炭酸ガス出荷

ガス
エンジン等

バイオガス仕入価格
（15円/Nm3） 電力売却

FIT 39円/kWh

水素供給
水素製造

施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

バイオガス
仕入価格

（15円/Nm3）

電力売却
FIT 39円/kWh

公設民営 民設民営
水素

バイオガス

水素供給
水素製造

施設
水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

バイオガス
仕入価格

（15円/Nm3）

電力売却
FIT 39円/kWh

民設民営
水素

バイオガス

炭酸ガス

事業スキームの考え方 （ケース設定）

炭酸ガス

炭酸ガス

炭酸ガス出荷価格
50円/kg-CO2

炭酸ガス出荷

炭酸ガス出荷価格
50円/kg-CO2

炭酸ガス出荷

：FS検討範囲公設民営 民設民営公設公営
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○バイオガス購入から始まり、電力供給および水素供給、炭酸ガス供給まで含めた範囲について、事業全体の累積収支を算定
○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素等製造・供給事業開始を2025年とした場合について、事業の累積収支を試算し、事

業年間（2040年まで）における累積収支を算定
○いずれのケースも事業採算性は得られるが、水素製造施設への補助（交付金等）が充当されるケース１および２の収益が高い。
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FS検討結果 バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給＋液化炭酸ガス回収・供給

ケース1 ケース2 ケース3

水素製造（精製含む） 公設公営 公設民営 民設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 民設民営

収入

大

支出

大

【奈良県モデル】ケース毎の事業全体の累積収支

補助なし



866 780 939

▲ 8,000

▲ 6,000

▲ 4,000

▲ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

ケース1 ケース2 ケース3

累
積

収
支

（
百

万
円

）

水素売却収入

バイオガス売却収入

維持管理費

建設費年価

累積収支

267 353 ▲ 124

▲ 8,000

▲ 6,000

▲ 4,000

▲ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

ケース1 ケース2 ケース3

累
積

収
支

（
百

万
円

）

CO2売却収入

水素購入費

水素売却収入

売電収入

バイオガス購入費

バイオガス売却収入
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民間事業者の採算性下水道管理者の採算性

下水道管理者と民間事業者の採算性（累積収支）

収入

大

支出

大

バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給＋液化炭酸ガス回収・供給

ケース1 ケース2 ケース3

水素製造（精製含む） 公設公営 公設民営 民設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 民設民営

【奈良県モデル】

○全てのケースにおいて、下水道管理者も民間事業者も、事業採算性を確保することができる。

○ケース２は、ケース３と比較して、水素製造施設の設備投資に補助（交付金等）が充当されるため、民間事業者にとって経済的
であり、ケース２が現実的な事業スキームであると考えられる。

補助なし



奈良県モデル
における

シナリオ案

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

第1フェーズ（水素利活
用施設導入期）

第2フェーズ
（水素製造・供給本格稼働期）

第3フェーズ（安定操業期）

施
設
導
入
お
よ
び
事
業
運
営

【参考】
バイオガス製造

（公設公営）

バイオガス
発電

【民設民営】

水素製造・
供給、炭酸
ガス液化回
収・供給

想定される
水素需要
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○FS検討結果を踏まえ、最適な導入シナリオ（需要に応じた最適な施設導入計画等）を提案
○FCV/FCﾊﾞｽ等の普及に伴い、2028年頃に水素製造・供給事業の採算分岐点を迎え、2037年頃には水素製造

量が最大（稼働率90％）になると想定（事業開始から20年の間に本格普及が進むと想定）
○想定される水素需要に対応し、バイオガス発電施設、水素製造・供給施設等について、段階的に導入されるこ

とを想定

【奈良県モデル】

水素製造・供給事業の
採算分岐点（2028年頃）

水素製造稼働率90%
（2037年頃）

【2020年想定普及】
FCV：約440台
FCバス：約2台

【2028年想定普及】
FCV：約 940台
FCバス：約2台

【2040年想定普及】
FCV：約1,500 台
FCバス：約3台

消化施設の供用（維持管理）
消化施設

建設

発電施設
建設

バイオガス発電

バイオガス
精製施設建設

バイオガス精製

水素製造
施設建設

水素製造

水素供給
施設建設

水素供給

炭酸ガス液化回
収・供給施設建設

炭酸ガス液化回収

ＦＣＶ等普及初期 ＦＣＶ等本格普及

バイオガス発電より
5年遅れて水素製造・
供給等を開始

公設民営

公設民営

公設民営

民設民営

FS検討まとめ（導入シナリオの提案）



項目 三島市モデル

対象処理施設
三島市公共下水道
三島終末処理場

（地域バイオマス受入れを考慮）

供用開始年 昭和51年

処理水量
（H27年度日平均）

約 23,000 m3/日

現状の汚泥処分方法
セメント原料化、コンポスト、

焼却、埋立

項目 三島市モデル

下水道施設から
発生する濃縮汚泥量

（日平均）
約 110 m3/日（約3％）

消化施設
新設

（新規消化施設導入時期は未定）

想定される
バイオガス量

（日平均）

下水汚泥のみ：1,399 Nm3/日

地域バイオマス含む：4,759 Nm3/日

地域バイオマス受入
し尿浄化槽汚泥、食品残渣、生ごみ

緑地剪定枝

【下水処理場関連事項】

三島市モデルにおける
FS検討状況

Ⅱ 水素製造等事業フローの検討

50

Ⅳ 事業スキームの検討
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濃縮汚泥
コンポスト化

セメント原料化

○三島終末処理場の現状の汚泥処理フローは、濃縮汚泥を脱水して外部搬出

○消化施設を設置し、地域バイオマスを受入れ、バイオガスを全量発電する場合をケース０と設定

○消化（減量化）による効果（維持管理コスト縮減等）を含めてFS検討を実施

脱水施設
消化汚泥 脱水汚泥

焼却・埋立

【ケース0】（バイオガス全量を発電施設に利用）
・濃縮、脱水：公設・公営

濃縮汚泥
コンポスト化（4.6トン／日（日平均））

セメント原料化（5.5トン／日（日平均））

脱水施設
脱水汚泥

焼却・埋立（0.25トン／日（日平均））

【現状フロー】

公設公営

バイオガス

消化施設
（脱硫含む）

バイオガス
発電施設地域バイオマス

（し尿・浄化槽汚泥、
食品残渣、

緑地剪定枝等）

※汚泥量は三島市資料より

現状およびケース０（比較対象）の設定 【三島市モデル】

場内利用
FIT制度利用

廃熱利用

前処理
施設
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濃縮汚泥

水素

FCVへの
水素供給

オフサイト
ステーションへ

消化施設
（脱硫含む）

水素製造
施設

バイオガス
精製施設

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）

高濃度
メタンガス

圧縮水素
貯蔵・出荷

○本モデルでは、バイオガス量を増やすために地域バイオマスを受入れ、消化施設容量の検討が必要となること
から、 FS検討範囲としては、濃縮汚泥および地域バイオマスを原料から、消化施設、水素の製造・利用を含め
たバイオガス利用のまでの事業を想定

○消化槽加温方法として、パターンA(バイオガス発電廃熱利用）、パターンB（バイオガス加温装置利用）を想定
○水素製造可能量を踏まえ、都市ガス（化石燃料）を添加する場合（パターンＣ）も想定する。

分離膜等

オンサイト
水素ステーション

地域バイオマス
（し尿・浄化槽汚泥、

食品残渣、
緑地剪定枝等）

前処理
施設

（添加量：約23[Nm3/hr]）

消化汚泥

脱水施設

脱水汚泥

FS検討範囲【事業全体】

水素製造・利用の全体像 【三島市モデル】

バイオガス
4,759[Nm3/日]

バイオガス

バイオガス

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

受入
生ごみ等：26,000[円/トン]
浄化槽汚泥等：6,200[円/m3]

脱水汚泥処分価
16,000[円/トン]

バイオガス
15[円/Nm3]

水素卸売
50[円/Nm3-H2]

水素売却
100[円/Nm3-H2]

水素製造単価の算定範囲

【パターンＢ】
加温装置利用

温水ボイラ等
【パターンＡ】
【パターンＣ】
発電廃熱利用

【パターンＣ】
都市ガス添加
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【水素全量利用の場合】
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現状フロー 全量発電（ケース０） 水素利用
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業

収
支
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） 都市ガス購入費

地域バイオマス受入収入

売却益（水素）

場内使用電力費削減
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維持管理費

建設費年価

合 計
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事業収支の算定（消化および地域バイオマス受入収入を含む）

事業収支

【三島市モデル】

大

支出

大

収入

事業全体の収支（２４時間／日稼働）

（三島終末処理場の濃
縮汚泥を脱水し、脱水
汚泥を場外搬出）

水素全量売却を
想定

○公設公営を想定した場合、消化施設や地域バイオマス受入施設等に係る費用、および、地域バイオマス受入収
入や脱水汚泥処分費用等を含め、事業全体の収支を算定

○現状フローと比べて、パターンC（水素製造・利用（24時間/日稼働）、バイオガス発電廃熱利用による消化槽加温、
水素原料への都市ガス添加）については、新たな施設投資による支出があるものの、電力売却や水素売却、地
域バイオマス受入収入による増額が見込まれるため、事業全体の採算性が改善される。

○パターンＣは、ケース０（パターンＡ、バイオガス全量発電）より経済的となる可能性があるものの、収入に占める
地域バイオマス受入収入の割合が大きいため、受入単価が事業採算性に大きな影響を与えることが想定される。
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維持管理費 水素製造

計
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水素供給単価の試算（バイオガス精製～水素製造・精製）

項 目 単位
条 件

6時間/日 12時間/日 24時間/日

製造能力 Nm3-H2/hr 248 248 248

定格稼働時間 hr/日 6 12 24

年間稼働日数 日/年 345 345 345

年間水素製造量 千Nm3-H2/年 513 1,026 2,053

都市ガス使用量 千Nm3-H2/年 0 31 397

項 目 単位
単価

6時間/日 12時間/日 24時間/日

都市ガス購入費 円/Nm3-H2 0 2 15

水素供給 建設費 円/Nm3-H2 48 24 12

バイオガス精製・水素
製造・水素ガス精製
建設費 ★国（※）

円/Nm3-H2 29 15 7

水素供給 維持管理費 円/Nm3-H2 65 40 28

バイオガス精製・水素
製造・水素ガス精製
維持管理費

円/Nm3-H2 63 35 21

合 計 円/Nm3-H2 205 116 83

【水素製造の諸元】

【水素供給単価の算定】

【三島市モデル】

※１）建設費のうち、バイオガス精製および水素製造・水素精製には
社会資本整備総合交付金が充当されている。（★は国庫補助（国：国
交省、流域下水道（5.5/10） ）を考慮）
※２）水素製造建設費には、都市ガス添加施設を含む。

水素原料であるバイ
オガスの不足量を都
市ガス添加で補う

水素供給単価（６・１２・２４時間／日稼働）
（バイオガス精製＋水素製造＋水素精製＋水素供給）

○水素製造・供給施設の稼働時間を６時間・１２時間・２４時間とした場合について、製造する水素全量が売却で
きると想定し、水素供給単価を試算

○算定範囲は、バイオガス精製・水素製造・水素精製・水素供給（ステーション）とする。
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温室効果ガス（GHG）排出量等の算定

温室効果ガス排出量の算定結果

発電等

水素供給

水素製造
施設

消化ﾀﾝｸ 水素

電力

バイオガス
消化ﾀﾝｸ

【比較対象】全量バイオガス発電を実施
（ケース0）

パターンC

電力

FCVのガソリン車
代替を削減効果と
して計上

バイオガス発電等

【三島市モデル】

大

削減

大
消費

（排出）

都市ガス

地域バイオマス
受入

地域バイオマス
受入

地域バイオマス受入れによる、し尿焼却・ごみ焼却の削減効果を計上

地域バイオマス受入
れによる、し尿焼却・
ごみ焼却の削減効果
を計上

○バイオガス全量をバイオガス発電した場合（ケース０）と水素製造・利用等を行った場合（パターンC）を比較
○水素製造・利用による削減効果については、ガソリン車がFCVに置き換わると仮定し、ガソリン車の温室効果ガ

ス排出量を水素製造・利用（パターンC）の削減効果として加えた。
○また、地域バイオマス受入に伴い、し尿処理・ごみ処理における焼却処分量削減に係る温室効果ガス排出量削

減効果を計上
○バイオガス全量発電（ケース０）よりも、水素製造・利用等（パターンC）の方が、環境性が優れる。

地域バイオマス受入れ
による、し尿焼却・ごみ焼
却の削減効果を計上

都市ガス添加由来

消費電力量を
差し引いた値
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【水素需要量に応じた導入シナリオ
を想定した場合】



導入シナリオ案にて想定する事業フロー
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○地域バイオマス受入施設、消化・脱水施設、バイオガス発電事業および、バイオガス由来水素製造・供給事業
（バイオガス精製、水素製造、水素供給（ステーション））の事業範囲を想定

○水素製造施設については、24時間/日稼働を前提とし、利用可能なバイオガスのうち、水素原料に使用する量
が変化（水素製造量（稼働率）が変化）した場合の事業収支を算定

○水素製造量が少ない（日あたり運転時間が短い）場合には、余剰バイオガスを一部発電して電力売却（FIT利
用）することを想定

○水素製造可能量を踏まえ、都市ガス（化石燃料）を添加することを想定

【三島市モデル】

消化施設

濃縮
汚泥
等

バイオガス

加温

バイオガス
精製施設

水素供給
施設

水素製造
施設

FCV等

高濃度
メタンガス

バイオガス
発電施設

電力供給
（FIT売電）

水素製造・供給事業の範囲

バイオガス発電事業の範囲

電力利用
（FIT 39[円/kWh]）

水素売却
100[円/Nm3-H2]

余
剰
バ
イ
オ
ガ
ス

水素製造量（稼働率）に応じて、余
剰となったバイオガスの一部を発電
する容量（設備台数）を設定

利用可能なバイオガスのうち、
水素原料に使用する量が水
素需要に応じて変化すると
想定

余剰燃焼※２ ※２）水素原料及び発電利用に供さないバイオガス
（余剰分）を、燃焼焼却することを想定

都市ガス添加利用可能な
バイオガス
（消化槽加温
分を控除）

※１）三島市モデルは、バイオガス
発電廃熱の利用を想定

バイオガス発電施設
（ガスエンジン）※１
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想定する水素需要に応じた最適な発電容量の検討

三島市モデルにおける最適な発電容量の算定方法（イメージ）

6年間使用できないため、建設
費回収不可能（建設不可）

経費回収可能な発電事業で
あり、発電量を最大にする境
界となる

更新後も6年間以上使用するこ
とで経費回収可能（建設可）

6年間以上使用することで、
経費回収可能（建設可）

・ガス発電機(25kW)建設費：39,000千円
・ガス発電機(25kW) 維持管理費：1,450千円/年
・電力売却収入（FIT利用）：

25kW×330日/年×24hr×39円=7,700千円
・経費回収年：

39,000千円÷（7,700千円/年-1,450千円/年）
＝5.65年
↓

・ガス発電機1台で、電力売却収入（FIT利用）により、
６年で経費回収可能

↓
・6年間以上使用する発電であれば、建設費を上回る
収入が見込めるため、バイオガス発電を導入した方
が収益（収入-支出）増えることになる。

バイオガス発電事業の経費回収を最大化する発
電容量（発電機台数）を設定

【経費回収年の考え方（例）】

○三島市モデルでは、パターンA（発電廃熱利用）を想定
○製造した水素を全量利用する事業最終形態の検討に加え、水素需要が変化する事業年次を想定し、事業期間における累積収

支が最大となる発電容量（設備台数）を想定する

【三島市モデル】
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三島市モデルにおけるシナリオイメージ

三島市
モデル

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

水素利活用施設
導入期

水素製造・供給
本格稼働期

安定操業期

施設導入およ
び事業運営

想定される
水素需要

【三島市モデル】

三島市モデルにおける想定需要量

水素製造・供給事業
の採算分岐点

（水素需要量：約
4,800 Nm3-H2/日）

消化
導入

消化導入

地域バイオマス受入

バイオガス精製

水素製造（都市ガス添加含む）

水素供給

バイオガス発電

水素製造・供給事業
の採算分岐点

水素製造
稼働率90%

ＦＣＶ等
普及初期

ＦＣＶ等
本格普及

○需要に応じた最適な施設導入計画等を検討するため、三島市モデルにおける導入シナリオ案を設定
○水素需要については、モデル圏内および周辺における水素需要量を想定
○シナリオ設定では、第1フェーズを水素利活用施設が導入される期間とし、その後第2フェーズにおいて水素製

造・供給が本格稼働して水素製造・供給事業の採算分岐点まで到達し、第3フェーズにて事業の安定操業期に
入る（水素製造稼働率が90%を超える）と想定

導入シナリオ設定の考え方
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時間軸の検討（水素事業開始年別の累積収支の違い）
○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の累積

収支を算定し、事業期間における累積収支の推移と内訳について20年間を試算
○事業期間中に設備更新はしないものと想定し、現状フロー（濃縮汚泥を脱水し場外搬出）の累積収支との差分を算定
○水素製造・供給事業開始を遅らせるほど、事業収支の改善が見込める。

【三島市モデル】

累積収支の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給

2025年より
水素製造・供給

2030年より
水素製造・供給

現状フローの
累積収支ライン

収入

大

支出

大

事業全体の累積収支（現状フローとの差分）

現
状
フ
ロ
ー
と
の
差
分
を
算
定

バイオガス量
[Nm3-H2]

2020年開始
（2020年次）

2025年開始
（2025年次）

2030年開始
（2030年次）

水素製造用 1,678 2,538 2,937

【参考】都市ガス
添加量※

0 0 240

発電用 2,221 2,221 1,822

余剰燃焼用 860 0 0

計（バイオガス） 4,759 4,759 4,759

発生するバイオガスの利用割合

※水素製造用
に都市ガスを
添加
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時間軸の検討（水素事業開始年別の温室効果ガス排出量累積値の違い）

○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2020年、2025年、2030年とした場合について、事業の温室
効果ガス（GHG）排出量の累積値を試算し、事業期間（2040年まで）における累積値の推移と内訳を算定

○事業期間における、全量バイオガス発電の温室効果ガス（GHG）排出量の累積値と比較
○全量バイオガス発電に比べて、バイオガス発電と水素製造・供給事業との組合せは、環境性に優れる。

累積値の推移

【三島市モデル】

GHG排出量累積値の内訳（2020年～2040年の事業期間）

2020年より
水素製造・供給

2025年より
水素製造・供給

2030年より
水素製造・供給

排出

大

削減

大
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【三島市モデル】

○本モデルにおいては、自治体からの情報提供も踏まえ、検討ケースを設定。
○水素製造施設は、社会資本整備総合交付金の交付対象となる可能性があるため、公設公営または公設民営を想定。
○パターンC（都市ガス添加、バイオガス発電廃熱利用）を想定。

【ケース1】
・地域バイオマス受入、
消化施設、水素製造施設 、
脱水施設、バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）、
の全て：公設・公営

公設公営

水素製造
施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース2】
・地域バイオマス受入、
消化施設、水素製造施設、
脱水施設：公設・公営
・バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）、
：民設・民営

公設公営

バイオガス
消化施設

水素供給

水素製造
施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素
水素供給

民設民営

水素仕入価格

（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

【ケース3】
・地域バイオマス受入、
消化施設、脱水施設
：公設・公営
・水素製造施設
：公設・民営
・バイオガス発電、
水素供給（出荷を含む）、
：民設・民営

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2
水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営
公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥

消化汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

事業スキームの考え方 （ケース設定）

都市ガス添加

都市ガス添加

都市ガス添加

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

：FS検討範囲公設民営 民設民営公設公営



○地域バイオマス受入れから始まり、消化・脱水、電力供給（売電）および水素売却まで含めた範囲について、事業全体の累積収
支を算定

○バイオガス発電事業は2020年開始とし、水素製造・供給事業開始を2030年とした場合について、事業の累積収支を試算し、事業
年間（2040年まで）における累積収支を算定

○ケース１～３のすべてにおいて、水素製造施設が公設であるため、事業収支は同額となる。
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FS検討結果 地域バイオマス受入・消化・脱水＋バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給

ケース1 ケース2 ケース3

地域バイオマス受入・消化・脱水 公設公営

水素製造（精製含む） 公設公営 公設公営 公設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 公設公営 民設民営 民設民営

収入

大

支出

大

【三島市モデル】ケース毎の事業全体の累積収支

【ケース1】 公設公営

水素製造
施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円

/kWh

水素

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース2】 公設公営

バイオガス
消化施設

水素供給
水素製造

施設
水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素
水素供給

民設民営

水素仕入価格
（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営

水素仕入価格
（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥
消化汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

都市ガス添加 都市ガス添加
都市ガス添加

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

【ケース3】

▲ 5,047 ▲ 5,047 ▲ 5,047

▲ 7,543 ▲ 7,543 ▲ 7,543

7,684 7,684 7,684

370 547

▲ 370 ▲ 547

1,864 1,864 1,864
1,779 2,678 1,779

▲ 899

▲ 1,263 ▲ 1,263 ▲ 1,263

▲ 20,000

▲ 15,000
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▲ 5,000
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累
積

収
支

（百
万

円
）

水素購入費

水素売却収入

売電収入

バイオガス購入費

バイオガス売却収入

地域バイオマス受入収入

維持管理費

建設費年価

累積収支



▲ 1,263 ▲ 1,286 ▲ 1,135
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▲ 10,000
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累
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支
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円
）
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水素売却収入

売電収入

バイオガス売却収入

地域バイオマス受入収入

維持管理費

建設費年価

累積収支

22 ▲ 128

▲ 15,000

▲ 10,000

▲ 5,000
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累
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水素売却収入

売電収入

バイオガス購入費

維持管理費

建設費年価

累積収支
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民間事業者の採算性下水道管理者の採算性

下水道管理者と民間事業者の採算性（累積収支）
○下水道管理者の採算性では、水素供給施設・発電施設等の建設費・維持管理費が民間事業者側の支出となるため、ケース3が

最も経済的であるものの、一方で、民間事業者の採算性では、水素製造・供給の維持管理費が下水道管理者の負担となる、
ケース２が最も経済的である。

○民間事業者の採算性が確保されるケース２が現実的な事業スキームであると考えられる。

収入

大

支出

大

【三島市モデル】

地域バイオマス受入・消化・脱水＋バイオガス発電（FIT利用）＋水素製造・供給

ケース1 ケース2 ケース3

地域バイオマス受入・消化・脱水 公設公営

水素製造（精製含む） 公設公営 公設公営 公設民営

ガス発電・水素供給（水素ST) 公設公営 民設民営 民設民営

【ケース1】 公設公営

水素製造
施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円

/kWh

水素

バイオガス
消化施設

地域バイオマス

濃縮汚泥

【ケース2】 公設公営

バイオガス
消化施設

水素供給
水素製造

施設
水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素
水素供給

民設民営

水素仕入価格
（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

公設公営

消化施設

水素販売価格
100円/Nm3-H2

水素卸売価格
50円/Nm3-H2

ガス
エンジン等

電力売却
FIT利用：39円/kWh
場内利用：17円/kWh

水素

水素供給

民設民営

水素仕入価格
（50円/Nm3-H2）

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

公設民営

水素製造
施設

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

脱水施設

脱水汚泥

消化汚泥
消化汚泥

消化汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

地域バイオマス

濃縮汚泥

都市ガス添加 都市ガス添加
都市ガス添加

バイオガス
購入価格

（15円/Nm3）

【ケース3】



三島市モデル
における

シナリオ案

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

第1フェーズ（水素利活用施設導入期）
第2フェーズ
（水素製造・供給
本格稼働期）

第3フェーズ（安定操業期）

施
設
導
入
お
よ
び
事
業
運
営

バイオガス
製造

【公設公営】

バイオガス
発電

【民設民営】

水素製造・
供給

想定される
水素需要

66

○FS検討結果を踏まえ、最適な導入シナリオ（需要に応じた最適な施設導入計画等）を設定
○FCV/FCﾊﾞｽ等の普及に伴い、2035年次に水素製造・供給事業の採算分岐点を迎え、2040年頃には水素製造

量が安定操業に入る（稼働率90％）と想定（事業開始から20年の間に本格普及が進むと想定）
○想定される水素需要に対応し、消化施設、汚泥集約・地域バイオマス受入施設、バイオガス発電施設、水素製

造・供給施設について、段階的に導入することを想定

FS検討まとめ（導入シナリオの提案） 【三島市モデル】

水素製造・供給事業の
採算分岐点（2037年頃）

水素製造稼働率90%
（2040年頃）

【2020年想定普及】
FCV：約260台
FCバス：約1台

【2037年想定普及】
FCV：約1,600台
FCバス：約2台

【2040年想定普及】
FCV：約1,900 台
FCバス：約3台

消化施設の供用（維持管理）
消化施設

建設

受入施設
建設

地域バイオマスの受入れ

発電施設
建設

バイオガス発電

バイオガス
精製施設建設

バイオガス精製

水素製造
施設建設

水素製造（都市ガス添加を含む）

水素供給
施設建設

水素供給

ＦＣＶ等普及初期 ＦＣＶ等本格普及

バイオガス発電より
10年遅れて水素製
造・供給を開始

民設民営

公設公営

公設公営
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１．下水バイオガス由来水素利用の事業について
○速やかに消化施設導入あるいは立上げが実施されることで、原料となるバイオガスが速やかに供給される場合には、バイオ

ガス発電導入による電力売却を先行させ、水素需要に応じた導入時期や設備容量などを考慮した水素製造・供給施設を後
から導入・供用することにより、事業全体の事業採算性を確保できる可能性がある。

○一方で、地域バイオマス受入れに必要な前処理施設、消化施設や脱水施設等にかかる建設費・維持管理費を含めた事業を
想定する場合には、水素製造・供給施設やバイオガス発電施設とともに、これらの施設の最適な導入時期・供用開始時期に
ついて、十分な検討するが必要である。

２．下水バイオガス由来水素利用の経済性について
○消化施設や脱水施設等を公設公営とし、バイオガス以降の有効利用（バイオガス発電や水素製造・供給等）を公設民営また

は民設民営とすることで、民間事業者の採算性が確保されやすくなり、民間運営の中でのノウハウ等によるコスト縮減も踏ま
え、さらなる事業収支の向上が期待される。

３．下水バイオガス由来水素利用の環境性について
○バイオガス全量発電と水素事業（発電との組合せ）について、最終形態での単年度収支におけるGHG排出量を比較すると水

素事業が優れるものの、事業期間における累積値ではほぼ同等程度となることから、今後、水素需要がさらに伸びることに
より、水素事業の環境性の向上がさらに見込めるものと考えられる。

４．地域バイオマス受入れについて
○地域バイオマス受入れについては、受入れに必要な設備投資により事業支出増の可能性があるものの、従来の焼却処分コ

スト分が削減されることで、事業採算性の改善が見込まれる可能性がある。
○同様に、環境性についても、新たに地域バイオマスを受入れ、従来の焼却処分に係る温室効果ガス排出量分の削減効果を

見込むことで、環境性改善の可能性がある。

５．都市ガス添加について
○水素製造・供給に必要なバイオガス量が不足する場合には、都市ガスを添加して水素製造量を増やすことで、事業採算性を

改善できる可能性があり、また、都市ガス使用による温室効果ガス排出量の増加を考慮しても、水素のFCV利用によるガソ
リン車代替の温室効果ガス削減効果を見込むことにより、環境性改善の可能性がある。

FS検討まとめ（導入シナリオの検討を通じて）


